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放射能のゴミはいらない！市民ネット・岐阜

代表　兼松秀代

　　　　　　ウラン残土レンガの持ち込み拒否を求める申入書

日本原子力研究開発機構（以下、「機構」）が提案した、鳥取県方面のウラン残土をレンガ処理して鳥取県外に運び出す計画は2006年5月20日、鳥取県が受け入れました。5月31日には「方面ウラン残土措置」の協定を結びました。

協定締結によりウラン残土処理が実施され、ウラン残土はレンガに処理されて、岐阜県内の東濃地科学センターが管轄する機構の施設や用地など、全国の機構施設に持ち込む事業が動き出しました。

しかし当該ウラン残土は、機構自らがウラン「鉱帯部分」として0.3μSv/h（2.6mSV/年）を基準に他の残土から分離させたものです。

機構がウラン「鉱帯部分」と理解している事実を古田知事にはしっかり認識してください。

このウラン残土は受け入れ先がなく、18年間も争いを続け、ついには住民が提起した訴訟で撤去の協定を守れとの住民の主張が最高裁でも認められ、撤去命令が出されているそのウラン残土です。

ウラン残土のレンガ加工は姑息なごまかしであり、そのレンガを東濃に持ち込むことは、東濃をウラン残土の処分場にすることです。

レンガ加工は鳥取県から持ち出して、国内10の機構施設に持ち込むための方便にすぎません。具体的には岐阜県東濃地科学センターや北海道幌延の深地層研究センターとその管轄する施設や用地に持ち込むためのごまかしにすぎません。仮に粘土を大量に加え、ウラン濃度が低くても、東濃へのウラン残土を持ち込むことに変わりはありません。

このことは2006年5月18日、私たちが機構の東濃地科学センターにウランレンガ持ち込み拒否の申し入れをした際、東濃地科学センターの杉原研究主任が「レンガが目的ではない。方策だ。」と明確に答えたことに象徴されています。まさに「方策」であり、「方便」であり、「ごまかし」です。

加えて、超深地層研究所建設によるウランを含んだ残土5,000トンが用地内に置かれ、さらに今後の掘削によりウランを含んだ残土の発生が予想されています。この残土は超深地層研究所の用地を瑞浪市に返却する際に埋め戻すとしていますが、「いつ」埋め戻されるのか見通しはありません。機構が約束できる期間は5年間の中期計画期間に限られています。機構には超深地層研究所終了の規定もありません。埋め戻すとの約束は「絵に描いた餅」です。後始末の目処も立たない状況で鳥取のウラン残土まで持ち込みを画策するなど言語道断です。

更に1995年12月28日の四者協定には「研究所について、放射性廃棄物を持ち込むことや使用することは」しないとあります。ウラン鉱帯部分のウラン残土は放射性廃棄物と考えます。レンガにしたウラン残土を研究所に持ち込むことは協定に違反します。協定に縛られない研究所以外の用地や施設に持ち込むとしたら、撤退を求めるに値する暴挙です。

 以上から、下記のことを申し入れます。
ウラン残土レンガの持ち込みは東濃をウラン残土の処分場にすることです。よってウラン残土の東濃地科学センター及び管轄する施設や用地への持ち込み拒否を求めます。

以上
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